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令和４年度 一戸町人事行政の運営等の状況

１ 職員の任免及び人数の状況

⑴ 任免の状況

① 職員の採用（令和４年４月１日）

② 職員の離職（令和３年度）

⑵ 職員数の状況

① 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。

２ 〔 〕内は、条例定数の合計です。

② 年齢別職員構成の状況（令和４年４月１日現在） （単位：人）

区 分 合 計 一般行政職 技能労務職 医療職その他

新規採用 5 4 0 1

新規再任用 2 2 0 0

区 分 合 計 一般行政職 技能労務職 医療職その他

離

職

定年退職 2 1 0 1

そ の 他 0 0 0 0

再任用の満了 1 1 0 0

区分

部門

職 員 数 対前年

増減数
主な増減理由

令和３年 令和４年

一般行政

議 会 3 3 0

総務企画 27 32 5 組織改編（地区センター設置）

税 務 7 8 1 徴収業務の充実

民 生 22 21 △1

衛 生 13 13 0

労 働 0 0 0

農林水産 10 10 0

商 工 6 7 1 組織改編（道の駅事業推進室設置）

土 木 9 9 0

特別行政 教 育 18 17 △1 組織改編（地区センター設置）

普通会計計 115 120 5

公営企業等

会計

下 水 道 3 3 0

水 道 5 5 0

そ の 他 6 5 △1 後期高齢者医療広域連合への派遣終了

合 計
129

〔145〕

133

〔145〕

4

〔0〕

区分
20歳

未満

20歳
～
23歳

24歳
～
27歳

28歳
～
31歳

32歳
～
35歳

36歳
～
39歳

40歳
～
43歳

44歳
～
47歳

48歳
～
51歳

52歳
～
55歳

56歳
～
59歳

60歳

以上
計

職員

数
0 9 12 11 11 11 13 13 25 11 11 6 133
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２ 人事評価の状況

地方公務員法の改正により、平成28年度から人事評価制度が法律上の制度として導入されました。

当町においても、「一戸町職員の人事評価実施規程」に基づき、「能力評価」と「業務評価」を実施しており

ます。

３ 給与の状況

⑴ 人件費の状況（令和３年度普通会計決算）

⑵ 職員給与費の状況（令和４年度一般会計当初予算）

（注）１ 職員手当には退職手当負担金を含みません。

２ 給与費は当初予算に計上された額です。

⑶ ラスパイレス指数の状況

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示すも

のです。

⑷ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）

⑸ 職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）

⑹ 職員の経験年齢別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

区 分
住民基本台帳人口

（令和３年度末）

歳出額

Ａ
実質収支

人件費

Ｂ

人件費率

Ｂ／Ａ

（参考）

Ｒ２年度の

人件費率

令和３年度

人

11,401

千円

9,747,936

千円

259,566

千円

1,283,880

％

13.2

％

12.4

区 分
職員数

Ａ

給与費 一人当たり
給与費
Ｂ／Ａ給 料 職員手当

期末・勤勉
手当

計

Ｂ

令和４年度

人

125

千円

461,182

千円

88,375

千円

178,418

千円

727,975

千円

5,824

一戸町
全国市区町村

平均

令和３年度 ９７．４ ９８．４

区分
一戸町 国

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 302,918円 41.0歳 323,711円 42.7歳

技能労務職 － － 286,570円 51.1歳

区 分
一戸町 国

大学卒 高校卒 大学卒 高校卒

一般行政職 175,300円 154,600円 185,200円 154,600円

区 分 経験年数10～15年 経験年数20～25年 経験年数30～35年

大学卒 272,900円 357,750円 388,917円

高校卒 221,500円 354,200円 381,655円



3

⑺ 級別職員数の状況（令和４年４月１日現在）

⑻ 職員手当の状況

① 期末手当・勤勉手当（一般会計決算）

（注）支給割合欄の（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。

② 退職手当（令和３年４月１日現在）

③ 時間外勤務手当

区 分 標準的な職務内容 職員数（人） 構成比（％）

１ 級 主事補、技師補、主事、技師 21 15.8

２ 級 主事、技師 17 12.8

３ 級 係長、主査、主任 26 19.5

４ 級 課長補佐、副主幹、係長、主査、主任 50 37.6

５ 級 部長、課長、主幹 10 7.5

６ 級 部長、課長、参事 9 6.8

合 計 133 100.0

一 戸 町

１人当たり平均支給額（令和３年度）

1,437千円

【令和４年度支給割合】

期末手当 勤勉手当

2.40月分 2.00月分

(1.35月分) (0.95月分)

【加算措置の状況】

職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5～15％

一 戸 町 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 勤続20年 19.6695月分 24.587月分

勤続25年 勤続25年 28.0395月分 33.271月分

勤続35年 勤続35年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 最高限度額 47.709 月分 47.709月分

その他の加算措置

国と同じ

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置 2％～45％加算

１人当たり平均支給額 20,863千円

支給実績（３年度一般会計決算） 23,162千円

職員１人当たり平均支給年額（３年度一般会計決算） 234千円

国と同じ
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④ 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

⑤ 主な手当の状況（令和４年４月１日現在）

支給実績（３年度決算） 815千円

支給職員１人当たり平均支給年額（３年度決算） 74,061円

職員全体に占める手当支給職員の割合（３年度決算） 8.5％

手当の種類（手当数） ６

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

(３年度決算）
左記職員に対する
支給単価

徴収手当 町税等の徴収事
務に従事する職
員

町税等の徴収事務（１日３時
間以上の外勤）

千円
5

１日につき350円

防疫作業手当 防疫作業に従事
する職員

伝染病予防法第５条及び第７
条の規定に基づく伝染病の防
疫作業

－
１日につき700円

変死人取扱作業
手当

変死人取扱作業
に従事する職員

行旅病人及び行旅死亡人取扱
法第１条の規定による行旅死
亡人の変死人処理作業

－
１体につき5,000円

火葬作業手当 火葬作業に直接
従事した職員

火葬作業
－

１体につき3,000円

保育業務手当 保育士（幼稚園教
諭を含む）

保育所、児童館、幼稚園業務
810

１月につき給料月額
の100分の２

用地交渉手当 用地取得等のた
めの交渉に従事
した職員

公共事業に係る用地取得等の
ための交渉の業務 －

１日につき350円

手当名 内容及び支給単価
国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

（３年度決算）

支給職員

１人当たり

平均支給年額

（３年度決算）

扶養手当 扶養親族のある職員に支給

（月額：扶養親族一人あたり

6,500円から15,000円）

同じ －

千円

16,635

円

268,306

住居手当 借家・借間に居住し、月額

12,000円を超える家賃を払

っている職員に支給

（月額：27,000円以内）

異なる

支給対象とな
る家賃の下限
額及び住居手
当の上限額

千円

7,449

円

248,300

通勤手当 通勤のため交通機関を利用

し、又は交通用具を利用して

いる職員に支給

（月額：交通機関の利用者

50,000以内、交通用具使用者

19,900円以内）

異なる

交通機関利用
者の支給上限
額、交通用具使
用者の通勤距
離区分と支給
額

千円

5,609

円

93,489

管理職手当 管理又は監督の地位にある

職員に支給

（月額：33,000円から56,000

円）

異なる

国は俸給の調
整額として支
給

千円

9,340

円

518,889

寒冷地手当 基準日（11月～翌年３月）に

在籍する職員に支給

（月額：7,360円から17,800

円）

同じ －

千円

7,776

円

64,801
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⑽ 特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）

４ 勤務時間その他の勤務条件の状況

⑴ 勤務時間の状況（令和４年４月１日現在） ※ 一部施設勤務職員を除く。

⑵ 年次休暇の取得状況（令和３年１月１日～令和４年12月31日）

⑶ 病気休暇及び介護休暇の状況（令和３年度）

⑷ 育児休業、部分休業及び育児短時間勤務の状況 （単位：人）

区 分 給 料 月 額 等

給
料

町長

副町長

教育長

720,000円

560,000円

550,000円

報
酬

議長

副議長

議員

320,000円

255,000円

240,000円

期
末
手
当

町長

副町長

教育長

3.25月分 （令和３年度支給割合）

議長

副議長

議員

3.25月分 （令和３年度支給割合）

退
職
手
当

町長

副町長

教育長

（算定方式） （支給時期）

給料月額720,000円×在職月数×40.38/100 任期毎

給料月額560,000円×在職月数×23.28/100 任期毎

給料月額550,000円×在職月数×18/100 任期毎

１週間の

勤務時間

勤務時間の割り振り

勤務時間 休憩時間

38時間45分 午前８時30分から午後５時15分まで 午後０時から午後１時まで（１時間）

総付与日数 総取得日数 全対象職員数
１人当たり

平均取得日数

4,600日 1,155日 120人 9.6日

区 分 延べ人数（人）

病気休暇

公務上（通勤含む。）の負傷、疾病 ０

結核性疾患 ０

上記以外の負傷、疾病 ３

介護休暇 ０

区 分 男性 女性 合計

令和３年度中に新たに育児休業を取得した職員 １ ０ １

令和２年度から引き続き育児休業を取得している職員 ０ ２ ２

令和３年度中に新たに部分休業を取得した職員 ０ ０ ０

令和２年度から引き続き部分休業を取得している職員 ０ ０ ０

令和３年度中に新たに育児短時間勤務をした職員 ０ ０ ０

令和２年度から引き続き部分休業を取得している職員 ０ ０ ０
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⑸ 特別休暇の導入状況（令和４年４月１日現在）

種 類 日 数

選挙権その他公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間

証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の

議会その他官公署へ出頭する場合

必要と認められる期間

予防接種又は健康診断を受ける場合（法令又は任命権者の定め

るところによる場合に限る。）

必要と認められる期間

骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞の提供に伴う検

査、入院等をする場合

必要と認められる期間

社会に貢献する活動（ボランティア活動）を行う場合 一の年において５日の範囲内の期間

結婚する場合 町長が定める期間内における連続する７日の

範囲内の期間

不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると

認められる場合

一の年において５日

妊娠に起因する障害のため勤務することが著しく困難である

と認められる場合

10日の範囲内で必要と認められる期間

妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が、母子保健法の保健指

導又健康診査を受ける場合

町長の定めるところにより必要と認められる

期間

妊娠中の女性職員の業務が、母体又は胎児の健康保持に影響が

あると認められる場合

適宜休息し、又は補食するために必要な時間

の範囲内の期間

通勤に利用する交通機関の混雑の程度が、母体又は胎児の健康

維持に影響があると認められる場合

勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を

通じて１時間を超えない範囲内の期間

８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）以内に出産する

予定である女性職員が請求した場合

出産の日までの請求した期間

出産した場合 出産の日の翌日から８週間を経過する日まで

の期間

生後１年６月に達しない子の保育時間 １日２回それぞれ１時間

女性職員が、生理日の就業が著しく困難であるとして請求した

場合

２日の範囲内の期間

職員が妻の出産に伴い勤務しないことが相当であると認めら

れる場合

町長が定める期間内における２日（再任用短

時間勤務職員にあっては、16時間）の範囲内

の期間

妻が出産により子の養育する場合 当該期間内における５日の範囲内の期間

12歳に達する日以後最初の３月31日までに間にある子を看護

する場合

一の年において５日の範囲内の期間

忌引きの場合 親族の区分により最長10日間

配偶者、父母又は子の追悼のための特別な行事を行う場合 １日の範囲内の期間

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進

又は家庭生活の充実のため勤務しないことが相当であると認

められる場合

１の年の７月から９月までの期間内における

原則として連続する３日の範囲内の期間

心身の活力の維持及び増進又は自己研鑽を図るため勤務しな

いことが相当であると認められる場合

勤続期間15年 ３日

勤続期間25年 ５日

災害により職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、職員

が当該住居の復旧作業等をする場合

７日の範囲内の期間

災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困難

である場合

必要と認められる期間

災害時において、職員が退勤途上における身体の危険を回避す

る場合

必要と認められる期間

要介護者の世話を行うために勤務しないことが相当であると

認められる場合

１の年において５日の範囲内の期間
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５ 分限及び懲戒処分の状況

⑴ 分限処分の状況（令和３年度） （単位：人）

⑵ 懲戒処分の状況（令和２年度） （単位：人）

６ 服務の状況

職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこ

れに専念しなければならないこととされています。この趣旨を具体的に実現するため、地方公務員法によって

次のような服務上の強い制約が課されています。

○ 法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

○ 信用失墜行為の禁止

○ 秘密を守る義務

○ 職務に専念する義務

○ 政治的行為の制限

○ 争議行為等の禁止

○ 営利企業等の従事制限

また、これらの服務規律を保持するため、懲戒制度が設けられており、その懲戒処分の状況は、５の⑵のと

おりです。

７ 退職管理の状況

地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成26年法律第34号）が平成28年４月１日に

施行されたことに伴い、職員の退職管理に関する規則（平成28年規則第17号）を制定し、職員の再就職等に関

して、退職管理の適正を確保しています。

処分の種類

処分事由
降任 免職 休職 合計

勤務実績が良くない場合 ０ ０ ０

心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 ０ ０ ０

その職に必要な適格性を欠く場合 ０ ０ ０

職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃止又は過員を生じた場合 ０ ０ ０

心身の故障のため、長期の休養を要する場合 ８ ８

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０

処分の種類

処分事由
戒告 減給 停職 免職 合計

地方公務員法（昭和25 年法律第261 号）等に違反した場合 ０ ０ ０ ０ ０

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 ０ ０ ０ ０ ０

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 ０ ０ ０ ０ ０
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８ 研修の状況

（令和３年度）

９ 福祉及び利益の保護の状況

⑴ 健康診断の実施状況（令和３年度）

※ 生活習慣病予防健診受診者には、人間ドック等受診者含む。

⑵ 健康診断の実施予定（令和４年度）

・ 生活習慣病予防検診

・ 胃がん健診

・ 子宮がん検診

・ 乳がん検診

研 修 名
受講人数

(人)
主 催

新規採用職員研修（前期） ６

岩手県市町村職員研修協議会

新規採用職員研修（後期） ６

一般職員研修基礎Ⅰ ３

一般職員研修基礎Ⅱ ３

一般職員研修基礎Ⅲ ２

管理者級研修 １

管理者級能力開発講座 ４

監督者級研修 ６

監督者級選択講座（ＯＪＴ・コーチング） ０

監督者級選択講座（ファシリテーション） ０

メンタルヘルス研修 １

人事事務研修 １

財務事務研修 １

税務事務研修 １

法規事務研修 ２

公営企業事務研修 ２

中堅職員能力向上講座 中止

名 称 対象職員数 受診者数 受診率

生活習慣病予防健診 140人 124人 87.9％

胃がん検診 107人 92人 86.0％

子宮がん検診 46人 32人 69.6％

乳がん検診 37人 34人 91.9％
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⑵ 福利厚生の状況（令和３年度）

⑶ 福利厚生の状況（令和４年度予定・予算額）

⑷ 公務災害及び通勤災害の認定状況（令和３年度）

⑸ 「勤務条件に関する措置の要求」及び「不利益処分に対する不服申し立て」の状況（令和３年度）

該当する事案は、ありませんでした。

団体名 事業内容 職員の掛金 公費負担 計
公費負

担割合

一戸町職員互助会
福利厚生事業

円

32,663

円

32,663

円

65,326
％

26.5
交流事業

貸付事業
58,160 0 58,160

岩手県市町村職員健康福

利機構

ライフプラン支援事業、

厚生事業、

元気回復事業、

給付事業、

検診・健康支援事業、

貸付事業、

退職事業、

保健保養施設事業

2,704,202 2,795,240 5,499,442 50.8

団体名 事業内容 職員の掛金 公費負担 計
公費負

担割合

一戸町職員互助会
福利厚生事業

円

360,000

円

360,000

円

720,000
％

24.8
交流事業

貸付事業
730,000 0 730,000

岩手県市町村職員健康福

利機構

ライフプラン支援事業、

厚生事業、

元気回復事業、

給付事業、

検診・健康支援事業、

貸付事業、

退職事業、

保健保養施設事業

2,692,071 2,779,618 5,471,689 50.8

前年度末

未処理件数
受理件数

認定件数
取り下げ件数

年度末

未処理件数公務上 公務外

０ ２ ２ ０ ０ ０


